
１．平成16年９月中間期の業績（平成16年４月１日～平成16年９月30日） 

上記予想に関する事項については、平成16年３月期中間決算短信（連結）の添付資料12ページを参照ください。 

※本業積予想は、現在入手可能な情報から当社の経営者の判断に基づき作成しております。したがいまして、実際の業績は様々な要因によ

り本業積予想とは異なる結果となり得ることもご承知おきください。また、公表された直近の予想値に対し、売上高が10％、営業利益もし

くは当期純利益が30％以上乖離した修正予想値が算出された場合には、業績予想の修正を公表することといたします。 

平成17年3月期 個別中間財務諸表の概要 平成16年11月10日

上場会社名 株式会社アドミラルシステム 上場取引所 東証マザーズ 

コード番号 2351 本社所在都道府県 埼玉県 

(URL http://www.asj.ad.jp/)

代  表  者 役職名 代表取締役社長 氏名 丸山 治昭 

問合せ先責任者 役職名 取締役 氏名 青木 邦哲 ＴＥＬ （048）259－5111 

決算取締役会開催日 平成16年11月10日 中間配当制度の有無 有 

中間配当支払開始日 平成－年－月－日 単元株制度採用の有無 無 

(1)経営成績 （百万円未満切捨）

  売上高 営業利益 経常利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年９月中間期 395 ( 9.2) 110 ( 23.0) 110 ( 23.9)

15年９月中間期 361 ( 9.9) 90 (△2.3) 89 (△2.4)

16年３月期 739   196   196  

  中間(当期)純利益 
１株当たり中間
(当期)純利益 

  百万円 ％ 円 銭

16年９月中間期 57 ( 7.5) 1,846 20

15年９月中間期 53 ( 8.8) 4,909 18

16年３月期 115   10,754 27

（注）①期中平均株式数 16年９月中間期 31,151株 15年９月中間期 10,899株 16年３月期 10,717株

  ②会計処理の方法の変更 無 

  ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2)配当状況  

  
１株当たり 
中間配当金 

１株当たり
年間配当金 

  
  

  円 銭 円 銭

16年９月中間期 0 00 －  

15年９月中間期 0 00 －

16年３月期           － 3,000 00

（注）16年９月中間期中間配当金内訳  記念配当 －円－銭  特別配当－円－銭

(3)財政状態  

  総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

  百万円 百万円 ％ 円 銭

16年９月中間期 1,028 804 78.2 25,957 13

15年９月中間期 993 799 80.4 74,890 66

16年３月期 1,020 809 79.3 77,915 08

（注）①期末発行済株式数 16年９月中間期 30,977株 15年９月中間期 10,675株 16年３月期 10,385株

  ②期末自己株式数 16年９月中間期 2,023株 15年９月中間期 325株 16年３月期 615株

２．平成17年３月期の業績予想（平成16年４月１日～平成17年３月31日）  

  売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金 

期末   

    百万円  百万円 百万円 円 銭 円 銭

通 期 790   220 115 500 00 500 00

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期） 1,845円61銭 （株式分割（1：2）後の株式数により算定しております）



５．個別中間財務諸表等 
(1) 中間貸借対照表 

   
前中間会計期間末 

（平成15年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   576,865     510,268     601,674    

２．売掛金   1,089     5,343     3,483    

３．たな卸資産   340     170     396    

４．その他   12,567     10,992     10,428    

流動資産合計     590,862 59.5   526,774 51.2   615,983 60.3 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

(1）建物   118,067     108,527     113,128    

(2）その他   75,535     67,127     70,432    

有形固定資産合計     193,602 19.5   175,655 17.1   183,561 18.0 

２．無形固定資産                    

(1）借地権   88,106     88,106     88,106    

(2）ソフトウェア   73,948     76,737     71,135    

(3）その他   2,826     2,710     2,768    

無形固定資産合計     164,881 16.6   167,554 16.3   162,010 15.9 

３．投資その他の資産                    

(1）投資有価証券   －     58,530     32,400    

(2) 関係会社株式   －     97,456     25,273    

(3) その他   －     2,668     1,729    

投資その他の資産合計     44,393 4.4   158,654 15.4   59,402 5.8 

固定資産合計     402,878 40.5   501,864 48.8   404,974 39.7 

資産合計     993,740 100.0   1,028,638 100.0   1,020,957 100.0 

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．買掛金   7,381     8,018     11,162    

２．未払法人税等   39,123     48,560     40,504    

３．前受金   124,874     145,054     125,490    

４．その他 ※２ 22,903     22,931     34,651    

流動負債合計     194,283 19.6   224,564 21.8   211,809 20.7 

負債合計     194,283 19.6   224,564 21.8   211,809 20.7 

（資本の部）                    

Ⅰ 資本金     319,250 32.1   319,250 31.0   319,250 31.3 

Ⅱ 資本剰余金                    

１．資本準備金   257,000     257,000     257,000    

資本剰余金合計     257,000 25.8   257,000 25.0   257,000 25.2 

Ⅲ 利益剰余金                    

１．利益準備金   300     300     300    

２．中間（当期）未処分
利益   267,706     355,811     329,455    

利益剰余金合計     268,006 27.0   356,111 34.6   329,755 32.3 

Ⅳ その他有価証券評価 
  差額金     － －   △1,858 △0.1   － －

Ⅴ 自己株式     △44,799 △4.5   △126,428 △12.3   △96,857 △9.5 

資本合計     799,457 80.4   804,074 78.2   809,148 79.3 

負債資本合計     993,740 100.0   1,028,638 100.0   1,020,957 100.0 
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(2) 中間損益計算書 

   
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     361,990 100.0   395,428 100.0   739,430 100.0 

Ⅱ 売上原価     98,621 27.2   106,241 26.9   193,364 26.2 

売上総利益     263,369 72.8   289,187 73.1   546,065 73.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費     173,154 47.9   178,210 45.0   349,309 47.2 

営業利益     90,214 24.9   110,977 28.1   196,756 26.6 

Ⅳ 営業外収益 ※１   175 0.1   57 0.0   1,277 0.2 

Ⅴ 営業外費用 ※２   1,097 0.3   413 0.1   1,164 0.2 

経常利益     89,292 24.7   110,620 28.0   196,869 26.6 

Ⅵ 特別損失     808 0.3   5,913 1.5   5,546 0.7 

税引前中間（当期）純利益     88,484 24.4   104,707 26.5   191,322 25.9 

法人税、住民税及び事業税   39,128     46,920     80,682    

法人税等還付税額   5,079     －     5,079    

法人税等調整額   929 34,979 9.6 276 47,196 12.0 465 76,069 10.3 

中間（当期）純利益     53,505 14.8   57,510 14.5   115,253 15.6 

前期繰越利益     214,201     298,300     214,201  

中間（当期）未処分利益     267,706     355,811     329,455  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法を

採用しております。 

その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を

採用しております。 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

  

その他有価証券 

    同左 

  

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

  

その他有価証券 

同左 

  (2）たな卸資産 

先入先出法による原価法を採

用しております。 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物      ８～50年 

車両運搬具     ６年 

工具器具備品  ３～20年 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  (2）無形固定資産 

自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における見込利

用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

見込利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しており

ます。 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は、貸倒実績率により、回収不

能見込額を計上しております。

なお、当中間期においては該当

がないため計上しておりませ

ん。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は、貸倒実績率により、回収不

能見込額を計上しております。

なお、当期においては該当がな

いため計上しておりません。 

４．外貨建ての資産及び負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 
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表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

  

 ────── 

（中間貸借対照表） 

 前中間会計期間末において、投資その他の資産に一括

して表示していました「投資有価証券」および「関係会

社株式」は、当中間会計期間末において、資産の総額の

100分の５を超えたため、区分掲記することとしました。 

  

  

 なお、前中間会計期間末は投資その他の資産にそれぞ

れ、「投資有価証券」は32,400千円、「関係会社株式」

は10,427千円含まれております。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（リース取引関係） 

 前中間会計期間（自平成15年４月１日 至平成15年９月30日）、当中間会計期間（自平成16年４月１日 至平

成16年９月30日）、及び前事業年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 

 該当事項はありません。 

（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成15年９月30日）、当中間会計期間末（平成16年９月30日）及び前事業年度末（平成16年

３月31日） 

 子会社株式で時価のあるものはありません。 

前中間会計期間末 

（平成15年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 

前事業年度末 

（平成16年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

103,206千円 127,919千円 116,779千円 

※２．消費税等の取扱い ※２．消費税等の取扱い  ───── 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相

殺の上、金額的重要性が乏しいた

め、流動負債の「その他」に含めて

表示しております。 

同左  

前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 26千円 受取利息 31千円 受取利息 51千円 

受取配当金 1,044千円 

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 

自己株式関連費用 393千円 

為替差損 703千円 

自己株式関連費用 218千円 

為替差損 194千円 

自己株式関連費用 794千円 

為替差損 370千円 

 ３．減価償却実施額  ３．減価償却実施額  ３．減価償却実施額 

有形固定資産 13,186千円 

無形固定資産 9,410千円 

有形固定資産 11,140千円 

無形固定資産 11,192千円 

有形固定資産 26,976千円 

無形固定資産 19,859千円 
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（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

１株当たり純資産額 74,890.66円 

１株当たり中間純利益 4,909.18円 

１株当たり純資産額 25,957.13円 

１株当たり中間純利益 1,846.20円 

１株当たり純資産額 77,915.08円 

１株当たり当期純利益 10,754.27円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式がないため、記

載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式がないため、記

載しておりません。 

 当社は、平成16年５月20日付で株式１株に

つき３株の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の１株当たり情報については、

それぞれ以下のとおりとなります。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式がないため記載

しておりません。 

 
前中間会計期間 前事業年度 

1株当たり純資産額 1株当たり純資産額 

24,963.55円  25,971.69円 

 1株当たり当期純

利益金額 

1株当たり当期純利

益金額 

 1,636.39円 3,584.76円 

  なお、潜在株式

調整後１株当たり

当期純利益金額に

ついては、潜在株

式がないため記載

しておりません。  

 なお、潜在株式

調整後１株当たり

当期純利益金額に

ついては、潜在株

式がないため記載

しておりません。  

 

 
前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日) 

中間（当期）純利益（千円） 53,505 57,510 115,253 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―  ―  

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
53,505 57,510 115,253 

期中平均株式数（株） 10,899 31,151 10,717 

- 6 -



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

 ―――  （株式の分割） （株式の分割） 

     平成16年９月７日開催の当社取締役会の決議

に基づき、次のように株式分割による新株式を

発行する予定であります。 

   平成16年２月９日開催の当社取締役会の決

議に基づき、次のように株式分割による新株

式を発行しております。 

   １．株式分割の目的 

 当社株式の流動性向上並びに投資家層の拡大

を図るためであります。 

 ２．株式分割の概要 

  平成16年11月22日付をもって普通株式１株に

つき２株に分割します。 

  (1）分割により増加する株式数 

       普通株式   33,000株 

   (2）分割方法 

  平成16年９月30日最終の株主名簿及び実質株主

名簿に記載又は記録された株主の所有株式数を、

１株につき２株の割合をもって分割します。 

   (3）配当起算日 

    平成16年10月１日 

 ３. １株当たり情報に及ぼす影響 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前中間会計期間及び前事業年度における１株

当たり情報並びに当期首に行われたと仮定した場

合の当中間会計期間における１株当たり情報は、

それぞれ以下のとおりとなります。 

（注）潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純

利益金額については、潜在株式がないため記載し

ておりません。 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資

産額 

１株当たり純資

産額 

１株当たり純資

産額 

12,481.78円  12,978.57円    12,985.85円

１株当たり当期

純利益金額 

１株当たり当期

純利益金額 

１株当たり当期

純利益金額 

    818.2円     923.1円     1,792.38円

 １．平成16年５月20日付をもって普通株式１

株につき３株に分割します。 

  (1）分割により増加する株式数 

       普通株式   22,000株 

   (2）分割方法 

  平成16年３月31日最終の株主名簿及び実質

株主名簿に記載又は記録された株主の所有株

式数を、１株につき３株の割合をもって分割

します。 

  ２．配当起算日 

     平成16年４月１日 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定し

た場合の前期における１株当たり情報及び当

期首に行われたと仮定した場合の当期におけ

る１株当たり情報は、それぞれ以下のとおり

となります。 

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

24,962.17円     25,971.69円

１株当たり当期純利益 １株当たり当期純利益

     3,444.85円     3,584.76円

 なお、潜在株式調

整後１株当たり当期

純利益金額について

は、期中において新

株引受権の残高があ

りましたが、権利行

使日において当社株

式が非上場・非登録

であり期中平均株価

が把握できないため

記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調

整後１株当たり当期

純利益金額について

は、潜在株式がない

ため記載しておりま

せん。 
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前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

 ――― （株式交換による完全子会社化） 

 当社は、ウェブコンテンツの製作技術ならびに

ウェブコミュニティの企画、制作力を活用するこ

とにより、デジタルコンテンツ事業の業容拡大を

目的として、株式会社イー・フュージョンとの株

式交換契約の交渉を進めて参りましたが、平成16

年10月５日に株式交換契約を締結・調印し、同社

は当社の完全子会社となる予定であります。 

 なお、株式会社イー・フュージョンにおきまし

ても、平成16年10月21日開催の臨時株主総会にお

いて、本契約の承認を受けております。 

（株式取得による子会社化） 

 当社は、課題のひとつであるマーケティ

ング力の強化を図るとともに、グループ全

体の業容拡大並びに事業基盤の強化を目的

として、株式会社リーフ・アド・プランニ

ングへの資本参加を行うための交渉を進め

て参りましたが、平成16年４月27日に基本

合意成立し、同社は当社の連結子会社とな

る予定であります。 

 なお、株式会社リーフ・アド・プランニ

ングにおきましても、平成16年５月12日開

催の臨時株主総会において第三者割当増資

の実施について、承認を受けております。 

  (1)株式交換の条件等 

① 株式交換の日 平成16年11月25日 

② 株式交換の方法   

  株式会社イー・フュージョンの株主は、当

社自己株式の割当を受けて当社の株主とな

り、株式会社イー・フュージョンの株主が有

する同社の株式は当社に移転し、その結果、

同社は当社の完全子会社となります。 

③ 株式交換比率 

 両者は第三者機関である株式会社ストライ

クに株式交換比率の算定を依頼し、その算定

結果を参考にして、株式交換当事者会社間に

おいて比率を以下のとおりとすることで合意

いたしました。 

  

（注）株式会社ストライクは、DCF方式をベースに総合的に

株式交換比率を算定しております。 

④ 株式交換により発行する新株式数 

 株式交換により交付する株式は、普通株式

1,716株でありますが、全て自己株式である

ため、発行する新株式はありません。 

会社名 
株式会社アドミ

ラルシステム 

株式会社イー・

フュージョン 

株式交換比率 1 2.6 

(2)株式会社イー・フュージョンの概要 

代表者  代表取締役社長  姜 在鎬 

資本金  55,000千円 

発行済株式数  660株 

本店所在地 東京都渋谷区神泉町９番５号 

  ① 主な事業内容 

 ウェブコンテンツの企画・制作及びウェ

ブコミュニティの企画・制作 

  ② 売上高及び当期純利益 

（平成15年12月期） 

売上高 93,234千円 

当期純利益 1,105千円 

  ③ 資産、負債、資本の状況 

（平成15年12月31日現在） 

資産合計 64,504千円 

負債合計 12,762千円 

資本合計 51,741千円 

(1)株式取得の概要 

① 株式取得の日 平成16年５月28日 

② 取得株式の数     1,200株 

③ 株式の取得価額   60,000千円 

④ 取得後の持分比率   77.4％ 

(2)株式会社リーフ・アド・プランニングの

概要 

代表者   代表取締役 和田 達也 

資本金   17,500千円 

本店所在地 東京都日野市日野本町 

     二丁目2-4 

① 主な事業内容 

デジタルコンテンツの総合プロデュ

ースおよび企画制作 

② 売上高及び当期純利益 

（平成15年４月期） 

売上高 151,311千円 

当期純利益 47千円 

③ 資産、負債、資本の状況 

（平成15年4月30日現在） 

資産合計 65,286千円 

負債合計 69,255千円 

資本合計 △3,969千円 
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＜参考資料＞ 

１．当中間会計期間における各四半期の経営成績及び各四半期末における財政状態の推移（個別） 

                     （単位：百万円） 

  
平成17年３月期 

第１四半期 

平成17年３月期 

第２四半期 

 売上高 198 196

 営業利益 54 56

 経常利益 54 56

 四半期純利益 26 30

 総資産 1,040 1,028

 株主資本 804 804
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